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は じめに
大学評価は,平成 8年度秋から,部局単位では
なく大学全体を総合的に評価する総合評価制に移
行 した。まず大学が点検項目を挙げ, 自己点検を
行い,それを財団法人大学基準協会 (以下,協会)
が審査 し,総合判定を行うというのである。協会
の大学評価には,「相互評価」(大学人がボランティ
アで同僚を評価する仕組み)と,「カロ盟判定審査」
(協会の維持会員校に新たになるための審査)の
二種類がある。この二種類ともに四段階に評価さ
れ,総合的評価は,A.達成度が高い B。推進
の努力が見える C.不合格の三段階に評価され
る。そして,必要に応 じて問題点の指摘,勧告,
助言が行われ,大学は三年後に改善の報告を義務
づけられている。
ところで,現実に行われている大学内部の自己
点検 0評価とは,いったい何なのであろうか。つ
ぎつぎと公表される大学,学部等の自己点検 ・評
価報告書に接するたびに,同 じ疑間が頭をもたげ
る。大部分が判で捺 したように,「人員は不足,
設備は不十分であるが,その割に現員の教育研究
活動は活発で,組織はよく機能 している」という
「無難な」報告に終始 しているからである。その
背景には,大まかにいって,次のような事情があ
ると思われる。
①点検 ・評価の委員会を学科,学部単位に編成
すれば,たちまち相身互いの 「偽紳士的」な空気
が支配的になる。他人のことには口を差 し挟まな
いかわりに,暗黙裏にその反対も保障されるわけ
で, これでは点検 ・評価にならない。この推測が
偏見でも独断でもないことは,たとえば教員Aが
学生Bに行った 「いじめ」の事例に適切に対応す
るようにと,保健管理センター (以下,センター)
が協力を要請 したときの当該学科,学部教員たち
のへっぴり腰を目.の当たりにすれば,誰もが認め
ざるをえないであろう。
②また,たとえ改善すべき点が洗い出されたと
しても,報告書を公表する際には自己防衛の本能
がはたらく。「改善すべき点」 とは,少なくとも
現時点において人に知 られたくないような,何ら
かの機能不全があるということである。そして,
他者に知 られると不利になるような事実を発表 し
たくないのはむしろ自然な感情であろう。
③こういった欠陥を補うために,外部評価が推
奨されている。 しかし,現状はどうか。学外の委
員はいわゆるお客さん扱いであって,彼らができ
ることは,書類審査と質疑応答による表面的,儀
礼的で通リー遍の評価にすぎない。このことは,
一方で外部評価報告書を公表 しながら,他方で入
試 ミスを隠蔽 し得たことからも明らかである。
冒頭に記 した 「協会の大学評価」は,ほんらい,
大学の総合的な体質 0機能向上を期 した画期的な
試みとして高 く評価されるべきものであろう。 し
かし上述の事情を考慮すれば,実際に評価を受け
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2る側に立ったとき,当該大学が外面を取り繕い,
専守防衛の姿勢をとるであろうことも容易に推測
できる。
④他方,現職教員にとってみると,点検 ・評価
に力を注ぎ,「立派な」報告書を作成 しても,い
わゆる 「業績」にならないことは誰 もが承知 して
いる。 しかも時間とエネルギーを使って真っ正直
にこれを行い,t くヽつかの反省点を摘出したとこ
ろで,かえって同僚の恨みを買いかねない。それ
こそ骨折れ損のくたびれもうけである
ところで, 日常の相談 0診療業務において,セ
ンターの窓口にはじつに様々な相談が寄せられる。
それらを通 して,入学者選抜方法から教育 ・研究
指導のあり方といった各学部が点検 ・評価の対象
とすべき多くの事柄が見えてくるのである。大学
や学部学科の側に,それらを冷静かつ理性的に直
視 し,問題の改善に資するという真摯な姿勢が期
待できれば,セ ンターの点検 0評価は単に 1部局
のそれに終わらず,部局の枠を越えて大学全体に
とってもきわめて有効で効率のよいものとなるで
あろう。 しかしながら上述のように,大学の精神
構造にまだまだそれを受け入れるほどの余裕が感
じられないのは残念なことである。
さて,セ ンター自体の点検 ・評価の実際はどう
であろうか。 ここでも幾多の困難な事態が立ち現
れてくるが,その詳細については,Ⅷ章に譲るこ
とにする。
点検 ・評価報告
I 保健管理センターの在り方及び目標に関する
こと
1 目標,使命 及び 2 研究理念
富山大学保健管理センター規則の第 1条に
は,「富山大学保健管理センターに関 し,必
要な事項を定める。」 とされており,同規則
第 2条に,保健管理センターは,次の業務を
行うことと記されている。
(1)保健管理の実施についての企画,立案に
関すること。
(2)健康診断の実施及びその事後措置に関す
ること。
(3)健康相談及び救急処置に関すること。
(4)精神衛生その他就学上の相談に関するこ
と。
(5)学内の環境衛生及び伝染病の予防につい
ての指導援助に関すること。
(6)保健管理の充実向上のための調査研究に
関すること。
(7)その他健康の保持増進に必要な専門的業
務に関すること。
以上のことから,セ ンターの目標 ・使命及
び理念は,富山大学の学生 ・職員の身体的 ・
精神的健康の保持 ・増進を図ることを通 じて,
大学が担う社会的使命としての教育並びに研
究の機能を十分に発揮させ,促進させること
にある, と考えられる。
なお,セ ンターの設置の趣旨は,「大学の
保健管理に関する専門的業務を一体的に行う
厚生補導のための施設として設置 し,学生の
心身の健康を図ることを目的とする。」(昭和
41年5月20日 文部省大学学術局)とされて
いる。 この見解を明文化 した 「国立学校設置
法施行規則」によると,第29条の 3に 「次に
掲げる国立大学に,学生の保健管理に関する
専門的業務を行う厚生補導のための施設とし
て,保健管理センターを置 く。」 として,北
海道大学以下,84大学 (富山大学を含む)と
2大学院大学が列記されている。
これら86施設のほかに,保健管理センター
の機能に加えて,業務内容に 「研究と教育」
が加味され,保健管理の対象が 「職員及び学
生」に拡大された特異な組織が 3大学 (名古
屋大学,九州大学,大阪大学)に設置されて
いる。
すなわち,「国立学校設置法施行規則」第
20条の 5の3(名古屋大学総合保健体育科学
センター及びその長)には,「名古屋大学に,
保健及び体育に関する教育研究を行うととも
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に,職員及び学生の保健管理及び体育指導に
関する専門的業務を行うための施設として,
総合保健体育科学センターを置 く。」とある。
また,「国立学校設置法施行規則」第20条
の5の5(九州大学健康科学センター及びそ
の長)に は,「九州大学に,健康科学に関す
る研究並びに保健及び体育に関する教育を行
うとともに,職員及び学生の保健管理及び体
育指導に関する専門的業務を行うための施設
として,健康科学センターを置く。」とある。
さらに同第20条の 5の6(大阪大学健康体
育部及び健康体育部長)には,「大阪大学に,
健康科学及び体育科学に関する教育研究を行
うとともに,職員及び学生の保健管理並びに
体育指導に関する専門的業務を行うための組
織として,健康体育部を置く。」とある。
前記の86施設は 「学生の保健管理のための
厚生補導の施設」であり, これに対 して後三
者は 「研究教育施設であり,かつ職員の保健
管理 も行う施設 (組織)」である。 したがっ
て, この両群は性格 ・機能ともに大きく違っ
ている。
富山大学保健管理センターは,前記の86施
設 (「学生の保健管理のための厚生補導の施
設」)に属する。
ところが,上にみたように,富山大学保健
管理センター規則の第 1条には 「本学に学生
及び職員の保健管理に関する専門的業務を一
体的に行うため,保健管理センターを置く。」
とあるので,「国立学校設置法施行規則」 と
「富山大学保健管理センター規則」 とは,内
容に2つの点で明らかな違いがみられる。つ
まり,①本学の場合,セ ンターが保健管理を
行う対象は,「学生」だけではなく,「学生及
び教職員」とされていること,② 「国立学校
設置法施行規則」では施設の性格が 「厚生補
導の施設」と明記されているが,本学の規則
ではいかなる性質の施設であるかが明記され
ていないこと,である。
この違いは,おそらくセンター規則制定に
あたって,先行する他大学の規則を引用 した
ために生 じたものと思われる。
参考のために先行の他大学の規則を縦覧し
てみると,保健管理の対象を 「学生」に限っ
ているものと,「学生及び教職員」にまで拡
大 しているものとが混在する。前者の例は,
医学部のある大学では金沢大学,東北大学,
鳥取大学など,医学部のない大学では静岡大
学,東京学芸大学,宮城教育大学などである。
後者の例としては,医学部のある大学では,
東京大学,山口大学,二重大学,千葉大学な
ど,医学部のない大学では佐賀大学,埼玉大
学,茨城大学などがある。
前者の例としては,金沢大学のセンター規
程第 1条に 「センターは金沢大学学生の保健
管理に関する業務を行うことを目的とする」,
後者の例としては,静岡大学保健管理規則第
8条に 「センターは本学学生及び職員の保健
管理に関する専門的業務を一体的に行うこと
を目的とする」と書かれている。
次にセンターの施設としての位置づけをみ
ると, <厚生補導施設である>と明記 した規
則は調査の範囲内では見当たらない。その原
因としては,保健管理センターが学生運動が
激 しかった時期に設置されたということがあ
る。実際にK大学では<厚生補導施設である>
センター設置に学生が猛反対 したといういき
さつがある。 したがって各大学では 「厚生補
導施設」という表現を意図的に規則から外し
た可能性がある。
そうした経緯をたどると, <センターは
(小さいが学部並みの)独立機関である>と
はいうものの,実際は<厚生補導施設である>
という本来の制度的な仕組みが潜在 している
のである。
この問題はセンター職員 (特に教員)にとっ
て重要な課題であるにもかかわらず, これま
で真剣に議論されてこなかった。その理由は
「常勤教員 2名という小さな組織であること
と,セ ンターの意思を評議会等の大学の中枢
的な意思決定機関に直接訴える手段がなかっ
た」からである。そのために,セ ンターの教
員は厚生補導施設の職員としての処遇を受け
ながら (たとえば,②に記載 したように,大
学としての重要な意思決定をする場面に参加
していない。その他,厚生補導施設職員なら
ではの煩瑣な雑務が多い),その一方で 「大
学中枢の決定事項」については 「学部の教員
並みの義務が課されるのは当然」(たとえば,
教養部廃上に伴う教養教育科目担当の義務)
というように,矛盾 した多数の思い込み (学
部所属の教員は, このような他部局の問題に
煩わされるのを好まず,セ ンター教員も自分
たちと同 じ権利 ・義務をもっているものと思
い込んでいる)に支配されてきた。 しかもそ
のことを反論する公式の場がない, という不
利な立場に置かれている。 したがって,セ ン
ター新設の時点において,おそらく先行する
他大学の規則を参考にして形式的に定められ
た,現行のセンター規則は,実際に運用 して
みると不都合なところが多い。取りあえず,
A「センターの教員は厚生補導施設の職員」
なのか, B「学部教員と同じ権利 ・義務を有
する職員」なのか,は っきりさせる必要があ
る。これまでは, C「学部教員と同じ義務は
有するが,権利はもたない厚生補導施設の職
員」として遇されてきた。
しか し,「大学開放」の社会的要請は確実
かつ現実的に,セ ンターにも及んでいる。
社会からの具体的な要請のうち,特に 「直
近の県 0市町村教育委員会など,教育関係機
関からの要請に限って」みても,それらを具
体的に列記すれば以下の通りである。
・スクール ・カウンセラーの派遣
・現職教員の研究生 (内地留学生)の受け
入れ
・地域教育活動の支援
・自閉症児,ADHD児 , LD児,精神遅
滞児,情緒障害児などのケアと教育活動
支援
実例を挙げると,「平成14年4月1日から
女性現職教員 (高校,中学各 1人)がカウン
セリング及びその周辺科学の研究のため,セ
ンターのN助教授の指導をお願いしたい」と
いう県教委からの依頼は,同年 2月7日のセ
ンター運営委員会によって了承された。つま
り,当運営委員会においては,上記の 「厚生
補導」云々の字句が少なくとも教育 ・研究に
関してセンター教員の業務を制限するもので
はない, と解釈されたのである。むしろ,今
後は,時代の趨勢に合わせて学内規則の改正
を促 してゆく必要があるであろう。
3 将来構想
センターでは,所期の目標を達成するため
に,(1)定期及び臨時の健康診断,(2)身体
的 ・精神的健康相談及び指導,(3)環境衛生
及び伝染病等の予防についての指導,援助を
行ってきた。 しかし,より積極的な健康維持
には個人個人の 「健康の自己管理」がもっと
も重要である。この 「健康の自己管理」を行
うには,健康や疾患についての正確な知識を
有することが不可欠である。そのためには健
康教育が是非とも必要であり, これを行うこ
とでセンターの理念 ・目標を更に一歩前進さ
せることができる。
このために,現在は健康管理の施設として
位置づけられているセンターを,将来は研究 ・
教育の施設とし,全学の健康管理と健康教育
を一体化 した専門的業務を行う施設として整
備することなどの検討が必要であろう。この
ことは,前項で述べたように,社会の要請に
添う道でもある。
4 沿 革(省略 ;既に 「学園の臨床研究 No.1」
に掲載 した [1])
本学の学生及び職員の保健管理に関すること
1 入学者選抜時の健康状況の審査
2 入学者選抜時の健康診断判定基準
富山大学保健管理センターの自己点検 ・評価について
(この 2項目は,一括 して検討する方が,能
率的である)。
毎年,「文部省高等教育局長通知」の形式で,
入学者選抜実施要項が通知されるが, このう
ち 「健康診断」はほぼ下記のような内容になっ
ている。
① 入学志願者の健康状況の把握は,調査書
の 「健康の状況」の欄の記載によるもの
(現役と前年度高校卒業者の場合), これ以
外の年度の高等学校卒業者及び大学入学資
格検定合格者等,調査書を提出することが
できない者については調査書の 「健康の状
況」の欄の記載事項について医師の作成 し
た診断書を提出させ,それによって行う。
② 入学者選抜に際 して健康診断により不合
格の判定を行うについては,疾病など心身
の異常のため志望学部 ・学科等の教育の目
的に即 した履修に耐えないこと,又は伝染
病なとにより集団生活に適さないことが,
入学後の保健指導等を考慮 してもなお明白
な場合に限定することが望ましい。
本学の場合,「入学者選抜時の健康状況
の審査」,「入学者選抜時の健康診断判定基
準」は,上記の局長通知に準拠 したかたち
で施行されているが,実際には,毎年,入
学試験実施委員会健康診断専門委員会 (学
生部主導)で審議 ・承認された 「富山大学
入学者選抜健康診断実施要項」(以下,健
診実施要項)に基づいて行われる。
健診実施要項によると,「入学者選抜時
の健康状況の審査」は副学長の依頼により
センターが行い,審査は,「富山大学入学
者選抜健康診断判定基準」に基づき行う,
ことになっている。この 「健康診断判定基
準」の決定は,事実上,学部の専権事項と
されている。また,近年,入学者選抜方法
が複雑になり,それに連れて 「入学者選抜
時の健康状況の審査」の回数が急増 してい
る。その上,「健康状況の審査」の期間ま
でも各学部がほしいままに決めることがあ
り,セ ンターがそのしわよせを受けること
が少なくない。
したがって,以下の理由から, この審査
業務は各学部か学生部入試課が行なうべき
であると思 う。④ 「判定基準の決定権」が
学部にあること (センターには無い)⑤審
査業務をセンターが担当するというのは,
入試関係の仕事を専門に行うための組織で
ある入試課が未だ存在 しない時代に暫定的
にとり決められたものであること,◎審査
には専門的知識を必要としない (通常の文
字と数字が読めればよい)こと,である。
したがって, これらの事項に関する自己
点検も,学生部や各学部で行うのが適当と
考える。
なお,身体に障害 (学校教育法施行令第
22条の 3に定める身体障害の程度)のある
入学志願者は,受験及び修学の際に特別な
配慮を必要とすることがあるので,出願に
先立ち,本学学生部と協議をすることになっ
ている。それを受けて,入学試験実施委員
会健康診断専門委員会 (各学部から1名,
センター医師 1名の 6名で構成)が当該志
願者に対する受験時の特別な配慮等につい
て検討 して,具 体的な回答を行 っている
(したがって, この事項は学生部が主体的
に自己点検 0評価を行うものと考える)。
本学の場合,「入学者選抜時の健康状況
の審査」,「入学者選抜時の健康診断判定基
準」は上述の通 りであるが,現在の富山大
学入学者選抜健康診断判定基準が制定され
るまでには,相当な時間が必要であった。
すなわち,昭和54年度まで入学者選抜に
適用されていた健康診断判定基準では 「C」
判定 (不合格)に該当するとして;列挙さ
れた疾患 ・障害が 「ハンセン氏病」「トラ
コーマ」「性病」など時代錯誤の感 じを免
れなかった。そこで,セ ンターの働きかけ
によって,昭和55年11月7日に 「判定基準
に関する専門委員会」が発足 し,判定基準
の根本的再検討を開始 した。当時の問題点
としては,「募集要項」 と 「内規」 との間
に書かれた判定基準が違うこと,判定を行
う校医によってA, B, Cの判定に個人差
が生 じる恐れがあること等に関 して一般的
な審議がおこなわれた。さらに,学部学科
によっては 「色覚異常」についての偏見が
根強 く,改善を求めるセンターとの間に激
しいやりとりが交わされたが,その後の社
会情勢の変化はセンターの主張を後押 しす
るかたちとなり,判定基準は大幅に緩和さ
れることになったのである。
3 健康診断の方法と状況
本学における健康診断実施計画は,例年下
記の通りである。
① 企 画
健康診断の実施にあたっては,医学部の
ない本学は,他の機関から医師と看護婦の
派遣をお願いしなければならないので,企
画にはおのずから制限がある。現在のとこ
ろは富山医薬大学の協力を得て,なんとか
凌いでいるというところである。
② 実施状況
学生数 (主として,大学院生の)増加に
伴い,院生の健康診断日を増やして対応 じ
ている。さらに, こ数年来,結核の流行
が再び問題視されるようになり,セ ンター
でも胸部X線検査の受診をPRしてきた。
その効果があって,胸部X線検査の受診率
が向上 した。そこで12年度以降, この検査
に要する経費を各学部に負担 してもらうこ
とになった。 しかし,後述のように運営費
削減が健康診断の実施を著 しく困難にしつ
つある。
③ 未受診の理由
健康診断の実施日程については,各学部
等で教授会及び掲示板,セ ンターのホーム
ページ等により周知するとともに,検診当
日は一部体講等により受診の便宜を図って
いる。卒業年次の学生については就職,進
学のため,及び新入生の受診率は高いが,
その他の学生は受診率が低 く,健康診断の
重要性に対する自覚が足りないと思われる。
④ 問題点
受診率の低さは,「健康管理に対する意
識」の低調さによるものとみられる。 この
傾向は他大学においても同様である。受診
率向上対策として,検診時期及び日程の見
直 し,a.周知方法の改善,b.未受診者の
健康診断書発行停止の明確化,c.受診 し
やすい環境整備,d.学部教員の協力等に
ついて検討を要する。 d.については後述
する。
なお,健康診断に伴うセンターのサービ
スとしては,たとえば就職試験,大学院受
験等に当たって発行する 「健康診断書」が
ある。健康診断書は,毎年約二千を自動証
明書発行機を含め窓口で発行しているが,
学生個々人の診断結果をデータ・ベース化
するために多大な労力が必要となっている。
⑤ 職員の健康診断
本学においてはセンター設置以前から,
職員の定期健康診断 ・健康管理は人事課任
用係の所掌であったが, これはセンター設
置後も,そのまま継承され,今日にいたっ
ている。なお,先年の当委員会で,委員の
一人から 「職員の健康診断も,守秘の必要
上,セ ンターが行なって欲 しい」という意
見が出された。そこで, このことを人事課
に照会 したところ,「健康診断の結果を人
事院に報告する義務が本学の人事課にある。
それで事務を能率的に行うための便法であ
る (人事課で健康診断を直接実施 し,その
報告事務も同じ人事課が行ってる, という
意味)」(人事課述)という説明があった。
したがって, この点に関する自己点検評
価は,今後,人事課を含む事務局と,当委
員会との間で意見交換をしながら平行 して
進めるほうがよい,と考える。
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4 心身の健康と保健に関する相談及び指導
センターにおける心身の健康と保健に関す
る相談及び指導は,精神科医師,カウンセラー,
看護婦,それに非常勤医師によって行われて
いる。受診希望者はいつでも申し込むことが
できるが,時間の調整がつかないときは改め
て受診日時を打ち合わせる,という方法をとっ
ている。他大学では,受診時間を厳 しく限定
しているところが少なくないが,その点,本
学センターは学生へのサービスがより行き届
いているといえるだろう。
なお,大学院生の相談件数がここ数年,増
加傾向にある。
5 健康と保健に関する相談体制
① 身体的疾患 ・外傷等に関する相談は,常
勤医師 (1名)及び非常勤医師 (5名),
看護婦 (常勤 2名)によって行われている。
センターには,人員 0設備 ・器材 ・薬品等
の面で制約があるので,能力を超える症例
については適宜,専門の医院や病院に紹介
することで任務を全うしている (しばしば
病歴,所見等の詳細な紹介状を添える)。
② 就学上の問題や神経症を初めとする種々
の相談は,精神医学的,臨床心理学的な立
場からのアプローチを行っている。ただ,
問題をもちながら誰にも相談をせずに,長
期留年,退学をしてゆく学生が常に相当数
存在することは,なおざりにできない問題
である。
各学部においてもこのことを等閑視 して
きたわけではない。従来,学生の履修相談
を初めとして,学生生活全般に及ぶ助言 ・
指導教官は制度的には早 くから設けられて
いた。教養部在籍期間にあっては,教養部
教官に加えて,各学部から選出された教養
部助言教官とが,適宜対応するものとされ
ていたのがそれであり,専門課程では,卒
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学科 ・教科等で選出 ・指定された教官が助
言教官となり,学生の指導 ・助言に当たっ
ていた。
旧教養部の廃止に伴い,補導協議会から
旧教養部時代の助言教官制度に代わる新 し
い制度を設けるように要請がなされ,各学
部がこれを受けて新 しい助言教官制度を設
けることになった。助言教官 ・指導教官制
度はきわめて重要であり,大きな成果が期
待されるところである。
一方,セ ンターでは,精神医学的 ・臨床
心理学的立場から,学生の相談に応 じてき
たが, これはあくまでも個別の学生とカウ
ンセラー (あるいは医師)との 2者の治療
関係,あるいは個別の学生 ・指導教官とカ
ウンセラー (あるいは医師)との 3者の治
療関係といったものである。 したがって,
センターを訪れない学生の動向を把握 し,
適切な援助を行うということは不可能といっ
てよく,それらの学生のうちで各学部の助
言教官 0指導教官制度を利用 しないものに
ついては,大学として手の打ちようがない
というのが現状である。そうした学生を救
済することはきわめて困難であるが,各学
部の教職員,センター職員が連携して,各々
がもっている知識や情報を有意義に活用す
ることができれば,不適応学生を一人でも
多く救済できるのではないかと考えられる。
平成 6年度に設けられた F富山大学学生相
談の在り方検討委員会」ではこのような問
題を話 し合い,「富山大学学生相談連絡会
議」が設けられたが, これを発展的に解消
して,「富山大学学生相談室」の設置に向
けて検討が始められた。
6 休・退学,留年の状況と対応
この事項は,不適応学生の問題に関連 して,
広い意味ではセンターの業務に関係がある,
といえよう。 しかし,セ ンターは相談に訪れ
た学生を通 じて,そうした学生のごく
一部の
情報を得ているだけである。 したがって, こ
の事項を自己点検 ・評価の対象にするのは,
第一義的には各学部及び学生部であろう。セ
ンターは5に記 した 「富山大学学生相談室」
等を介 して各学部との連携を深め,全学的な
視野のもとでこの問題に対応すべきものと考
えられる。
センターとしては,現在, この問題を業務
というよりも,む しろ調査 ・研究の対象と受
けとめているので, 6の項目は次のⅢ (研究
の項目)で取 り扱 うのが適当かと思われる。
しかし,体 ・退学学生の増加は,セ ンターの
相談業務を質量ともに圧迫 していることも事
実である。
昭和53年に東京近辺の大学の保健管理セン
ター勤務の精神科医を中心にカウンセラーな
どが集まって 「大学精神衛生研究集会」を結
成 した。この会では昭和54年度から体学 ・退
学 ・死亡 ・留年の学生について調査を継続 し
ており,本学 もこれに参加 している。その調
査結果の関係分を要約すると,a),b)の通り
である。
a)90年代に入って,休学する学生数がきわ
めて多くなっているが, これは全国的な傾
向でもある。全国の国立大学の体 ・退学率
も90年代になると高 くなっている。これは
当初,円高を反映 して外国留学が激増 した
ため,つまり精神的には健康な体学が増え
たとみられていた。 しか し,その後留学の
動機が必ず しも健康な向上心に基づ くもの
ではない, とも言われている。大学として
も一考を要する問題であろう。
b)留年については,特に次の 2点を指摘 し
ておきたい。①入学者選抜方法の多様化に
つれて,学生の基礎学力にばらつきが生 じ,
単位取得に不安をもつ学生がいる。②教養
部廃止に伴う4年一貫教育のために,従来
は専門移行時に把握できた 「教養留年」が
事実上なくなった。それだけ学生の単位取
得状況が分かり難くなり,学部教員の助言 0
指導の重要性が一層高まったといえる。
研究活動等に関すること
1 研究活動 及び 2 研究体制
センターの研究施設,設備は貧弱であり,
教員も2名で,かつ専門分野が違っておりこ
の状態は現在の機構,人員数が変わらぬ限り,
長 く続 く可能性が大きい。センターにおいて
基礎的実験等を行なうには,施設面,被験者
(または動物)の手配,入手などがきわめて
困難である。また,臨床研究面では,入院施
設がないので症例研究が非能率的である。こ
うした点を改善,補正 して研究活動を活発に
行なうには,医学部等との交流,提携が必要
である。
なお,セ ンター教員の論文は従来それぞれ
が所属する学会誌等に投稿 していたのである
が,平成12年度にはセンター紀要 「学園の臨
床研究」No.1,同13年度には 同No.2を刊
行した。
教員組織に関すること
1 教員の採用,昇任の選考基準と方法
本学の採用,昇任の選考基準に則って行な
われ,センターとして独自の方法はない。
センターの教員は学生相談に携わるという
特殊性があるため,選考に際 して人格面を重
視すべきであることはいうまでもない。 しか
し,選考委員の多数が各学部選出の教員で占
められるのはやむを得ないとしても,その結
果として学部の業績本位の考え方がそのまま
選考過程にもちこまれないようにする必要が
ある。
なお,北海道大学保健管理センター自己点
検 ・評価報告書(1995)は,上記の点を批判 し
て以下のように述べている :「簡単にいえば,
保健管理センター本来の業務に真剣に携われ
ば携わるほど,「業績」が 0に近づ くという
現実的矛盾がある (本間所長1995)[2]。
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2 教員の採用計画と配置状況
教員 2名という枠内で, この問題を論 じる
ことは実益に乏 しいであろう。
3 非常勤講師の採用計画と配置状況
現状では, この項目はセンターの自己点検
に不向きである。ただ,将来において相談業
務を多角的に展開するとすれば,常勤教員が
カバーできない分野を非常勤講師に委ねるこ
とは考えに入れる必要があろう6
職員組織に関すること
1 職員の採用計画と配置状況   (略)
2 職員の研修方針と状況     (略)
管理運営 ・財政に関すること
1 保健管理センター運営委員会の機能と構成
本学保健管理センター規則によると,
第 5条 センターに関する基本的事項を審議
するため,保健管理センター運営委員会 (以
下 「運営委員会」という)を置く。
第 7条 運営委員会は,次の各号に掲げる委
員をもって組織する。
(1)所長
(2)センターの専任の教員
(3)各学部から選出された教授 各 2人
(4)学生部長
2 前項第 3号の委員の任期は2年とする。
ただし,再任を妨げない。
2 所長の選出方法
昭和50年にセンターが新設されたとき,初
代所長に選出された教養部教授有沢一男氏
(保健体育)は以後 7年の長期にわたって所
長 (併任)を務められた。これは,セ ンター
の基礎固めの必要からであった。以後,教養
部と各学部から所長が推薦され, 2年ごとに
学部 もちまわりの形式で交代するという,い
わゆるローテーション方式を試行 してきたが,
平成 7年度で全 5学部を一巡 したことになる。
そこで平成 8年度からセンター教授が所長を
勤めることになったが, この所長選出方法を
どのようにしたらよいのか,今後の検討課題
である。
3 管理運営体制と意志決定
センターの専任の教員 (特に医師)が所長
の場合,運営委員会委員長として司会を担当
することになる。 しかし,医師はセンター業
務の計画,執行などすべてにわたって担当す
るため,委員会の質疑すべてに回答を求めら
れることが多い。 したがって司会者と回答者
の双方の役割を同時に行うという不都合が生
じる。この場合,司会者を所長が指名できる
ような配慮が必要である。
4 事務機構組織と業務の運営及び研究体制の
連携
センターは,制度上,学内の厚生補導施設
という 「事務組織等」に所属 している。
そのために,学内的にも 「センター教員や
組織 ・機構」に対する理解が不十分である。
本学保健管理センター旧規則,第15条によ
れば,「センターの庶務は,当分の間,学生
部厚生課において処理する」とある (現在の
センター規則の11条は,「センターの庶務は,
学生部厚生課において処理する。」)。本学セ
ンターは昭和50年に設置されたのであるから,
第15条のいう 「当分の間」は優に20年を越え
ている。センターの庶務は,セ ンター所属の
事務職員によって行われることが望ましい。
文部省の見解では,そうした問題は学内で自
主的に解決すべき問題である, という。
過去20有余年の間の経験から,「センター
の庶務を学生部厚生課が処理する」ために生
じた不都合のうちで,目立ったものを挙げる。
① センターの庶務は,厚生課の 「保健係」,
最近では主として 「専門職員 (保健)」が
担当しているのだが,彼らは,第一義的に
は学生部長 ・厚生課長のもとに配属された
職員である。 したがって,彼らがセンター
の事務をとるときも,こうした上司の指示 ・
意向を反映することになる。学生部長や厚
生課長は通常 2～3年ごとに交代するうえ,
保健管理に関する知識 ・関心 0熱意も千差
万別である。センターに対する理解もまた
同様である。
② 「センターの庶務を学生部厚生課が処理
する」とはいえ,実際これまでにセンター
の庶務を担当したのは,常に事務職員 1名
であった。そのため,その職員に問題があ
ると,ただちにセンターの仕事に重大な支
障が生ずる。
5 予算編成と執行配分方針 (略)
6 歳入歳出の決算 (略)
7 概算要求事項の選択,決定方法
① 文部科学省は,エイズ,結核対策などの
重要性を強調するが,一方で保健管理セン
ターの運営費は,平成11,12年度の両年度
で合わせて約100万円ほど減額されている。
② センターが設置された昭和50年度とその
25年後の平成12年度を比べてみると,学部
在学学生数の増員,更に大学院学生と留学
生の増加などのため健康管理を要する対象
学生数はほぼ倍増した。
③ この間,教員2名はそのまま,看護婦は
削減されている。
このように,上記①,②,③の3点だけ
をとってみても,健康管理に関する当該省
庁の考え方は到底理解できないものがある。
また,学内の認識も薄く,あまつさえ,教
員による学生への 「アカデミック・ハラス
メント」は増加の傾向がある。このことは,
センター教員に,本来の業務の範囲を越え
た,専門領域外の過大な精神身体的負担を
かける結果になっている。
Ⅶ 施設設備に関すること
1 保健管理センターの設置位置と環境
大学正門の近 くの管理棟一階にあり,場所
的には分かりやすく利用に便利である。
2 診療室と診療設備 及び3 検査 ・衛生と
関連設備
この問題を, スタッフの人数,専門との関
連を抜きにしては考察できない。 したがって
1, 2ともに満足できるものではないが,現
状では改善の余地は多くない。
4 相談室
相談室A, Bがあり,来談者に対 しては,
それぞれが専門に応 じた対応,治療を行なっ
ている。施設は老朽化 していて,冷暖房,水
道設備などに故障が目立つ。
5 健康教育関連施設
レク ・セラピー室を設けており,身体的 ト
レーニング用品,囲碁将棋などの遊具,健康
教育用のビデオなどが常備されている。これ
は全国的にも希少な設備であって,学生の人
気が高 く,他大学からも関心を集めている。
6 その他
X線撮影室と同フィルム現像室 (暗室)を
合わせて,かなりのスペースが現在デッド・
スペースになっている。この場所を活用すべ
きであり,毎年営繕要求を提出してきたが,
弱小部局のため,学内での要求順位が低くこ
のままでは実現できそうにない。
Ⅷ 自己点検 ・評価体制に関すること
1 自己点検 ・評価の項目と方法と体制
a)自己点検 ・評価の項目
自己点検 ・評価の項目は,学部向けの項
目を単純に準用したものであり,セ ンター
にとっては不都合かつ不要のものが少なく
ない。 このように,「自己点検をしなけれ
富山大学保健管理センターの自己点検 ・評価について
ばならないから」というので,漫然と項目
を並べられても,実益のある点検にはなら
ないかもしれない。 しか し, これは自己点
検に限ったことではない。教員として,た
とえば種々のアンケー トヘの回答,各種委
員会への委員推薦,学内外向けの大学の広
報に関する執筆などの要請を受けることが
ある。 しか し, どれをとっても学部とは性
格が異なるセンターの特殊性は考慮されず,
ただ,漫然と同じ内容,同 じ質問,同 じ任
務を要請されることが多い。これらはこと
の本質,目的を考慮せずに行われる事務処
理を内容の吟味なしに承認する評議会,各
種委員会などのせいである。逐一とがめる
ほどのことではないかもしれないが,期日
を設定 した無目的で煩瑣な雑用を強いられ,
本来の業務に差 し支えることもしばしばで
ある。 こうした問題こそ真っ先に改善すべ
きであろう。
b)自己点検の体制
上記 a)の 「項目」とはうってかわって,
「体制」はユニークである。 自己点検 ・評
価委員会はセンター教員 2名,各学部の運
営委員会委員 2名のうちの 1名に加えて,
学生部長と厚生課長の,合計 9名によって
構成される。委員長はセンター所長が務め
る。
ユニークというのは,委員の圧倒的多数
がセンターから見れば外部からの参加であ
ることである。 しかも運営委員会を通 じて,
センターの現状をかなりの程度把握できる
立場にあり,たとえば 「検診の時期を変更
できないか」と自分の属する部局に好都合
な要求をすることも可能な,要するに利害
関係なしとはいえない外部の第三者である。
したがって,各学部が導入している外部評
価のための委員よりも,通リー 遍ではなく,
問題によってはかなり厳 しい評価うける可
能性 もある。このことは,セ ンターにとっ
ては厳 しいとはいえ, 自己点検 ・評価の体
制としては,他の部局よりも優れている部
分もあるであろう。ただ, こうした委員た
ちにとってセンターの業務内容は,な じみ
のない事柄であるので,セ ンター教員と同
一水準で各事項の点検に参加するというの
は無理である。 したがって, まずセンター
教員が問題点を取り出し,それを解説的に
文書にまとめて各委員に提示するという,
面倒な手続きが必要になる。これが上記の
「利点」を減殺する 「欠点」である。また,
センター教員にその分のよけいな負担がか
かるのであり, 自己点検が本務を圧迫する
ような事態になりかねない。そうなれば本
末転倒である。
2 評価と公表の在り方 及び 3 評価のフィー
ドバックのしくみと改善
センターの運営費が少ないこと,教員の診
療 ・相談 0雑務 (自己点検を含む)などの業
務が増えていることは前述 したとおりである。
このうえ,公表のための費用と時間を費やし,
その効果がはたしてどの程度期待できるか,
問題が多い。Ⅶ-6にも記 したように,実現
困難なことを表面を糊塗 して記述することに
どれほど意義があるのだろうか。
3 その他
センターの自己点検委員会は,委員が学内
の教員で構成されているとはいえ,一種の外
部評価に近いものと考える。 したがって,他
学部,事務局のそれに比 して,厳 しい点検評
価が期待できる。 しか し,一方では学部選出
の委員にレクチャーする必要上,予めセンター
教員が草案を作成 しなければならない。この
ことは,Ⅷの2, 3に記 したことともあいまっ
て,セ ンターの自己点検評価の在り方につい
て再考を促すものである。
Ⅸ その他委員会が必要と認める事項
◎ センターの広報活動
現在,広報誌 「ほけかん」を年 4回発行し
ている。これは学生の自由な投稿を求めてい
て,学生の評判はよい。教職員の中にも次号
を心待ちにしているという意見が寄せられて
いる。
学内出版物 (「学園ニュース」「学報」など)
にも執筆を求められることが多 く, これが広
報の役割を果たしている。
ホームページは,現在,全学の広報委員会
と歩みをともにしており,近い将来,内容を
充実させる予定でる。
むしろ,問題はセンターに関する学部等の
教職員の知識不足である。たとえば,職員の
健康診断がセンターの仕事だと思い込み,い
きなり苦情を寄せてきたり,上水道の管理の
苦情を寄せてきたり, といったことが少なく
ない。そうした誤解による,苦情をなくすよ
う学部選出のセンター運営委員の活動に期待
したいものである。
X 提 言
以上の自己点検の結果を,実のあるものにす
るために以下の提言を行いたい。
センターの置かれている状況は,学生数が増
加する一方,スタッフ数は据え置かれたままで
ある。それに加え,近年センターの運営費が減
額され,健康診断すら満足に行えなくなるほど
であった。これは胸部X線検査費用を学部に負
担 してもらうことで,一時的に凌 ぐことができ
た。 しかし一方では,昨今の大学を取り巻く状
況から,将来に向けてセンターの健康診断を含
む総合的な保健管理やカウンセリング等の機能
の充実がいっそう求められるようになるであろ
う。心身の健康が護 られなければ,勉学 ・研究
の意欲は瓦解喪失 し,「本学の教育と研究の理
念 ・目標」(平成 5年2月12日評議会了承)に
うたう高邁な理念 ・目標は空念仏に終わってし
まうであろう。 したがってセンターの組織 ・機
能の充実は社会の要請であり,それがひいては
大学全体の利益に直結 しているのである。今後
は大学構成員がそのことを理解 し,物心両面か
らセンターの活動を支援できる体制を構築 しな
ければならない。
この点検評価報告を通 じて,セ ンターの業務
の重要さに関する認識が深まり,セ ンターの充
実が大学それ自体の利益であることに大学構成
員の多 くが気づくことを期待 したい。
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